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1. 研究の背景と目的 
平成 17年 3月に中央防災会議において決定された地震防災
戦略において、東海地震、東南海地震による被害を半減させる

ため、各自治体において地域具体目標を策定することとなった。 
人的な被害は建物の耐震性と大きく関係しているため、地域

の建物の現状と今後必要な耐震化量を把握することは防災の

観点上、非常に重要である。そこで本論では、愛知県、名古屋

市の建物の現状を把握し、減災の目標を達成するために必要な

耐震化量を算出することを目的としている。（その2）では耐震
診断の申込件数と種々の啓発活動との相関を分析することで、

耐震化促進に有効な啓発活動を抽出する。 
2.住宅・土地統計調査による愛知県・名古屋市の耐震化の現状 
平成15年10月に実施された住宅・土地統計調査より愛知県、
名古屋市内の住宅の耐震化の現状を把握するため、住宅の形式

の違いによる耐震化率を示した（図1）。この図において、建築
基準法が改正された昭和 56年以降の住宅を耐震性有りとし、
全住宅に占める戸数割合を耐震化率とした。この結果から、木

造住宅はその他の非木造住宅に比べ、住宅の形式を問わず最も

耐震性が低く、住宅の形式では長屋建が最も耐震性が低くなっ

ている。木造一戸建住宅は名古屋市において 45.01%、愛知県
全体でも 51.18%であり、既存不適格建築物に占める割合が大
きいため、耐震化率全体を引き下げている。   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3 課税台帳における名古屋市の現状 
名古屋市内の建築物の棟数分布と年変化を明らかにするため、

2001年～2005年の名古屋市の固定資産課税台帳を基に、市内
の建物に占める住宅の割合、住宅に占める木造住宅の割合、木

造住宅に占める既存不適格住宅の割合について GIS を用いて
視覚化し、5年間の変遷について考察を行った。（図2） 
 全建物に占める住宅割合については名古屋市の中心部にお

いて住宅の割合は低く、5年間を通じて同様の傾向を示す。 
 全住宅に占める木造住宅の割合は、名古屋市周辺部では木造

住宅の割合が高い。年々、木造住宅の割合は減少している。取

り壊される住宅は、木造が多いことが原因している。 
 木造住宅に占める既存不適格の割合は名古屋の中心部で高

くなっている。中心部では木造住宅の棟数は少ないが、防火地

域のため、建て替えができず、古いまま残った建物が多いため

と考えられる。既存不適格建築物の割合は年々減少している。 
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図 1 愛知県及び名古屋市の住宅耐震化率 図 2 名古屋市の住宅特性 
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4 被害予測調査を用いた具体目標の算定方法  
愛知県が平成 14年に実施した東海地震・東南海地震の被害
予測調査を用いて、木造住宅の倒壊による死者数を半減させる

ための耐震化率と必要な建替え、改修による耐震化量の算定を

行った。木造建物倒壊による死者数は木造建物大破率と木造屋

内人口により算定されるため、死者の半減には大破率の半減が

必要となる。平成 17年の名古屋市の課税台帳より各年代区分
（～1950,1951～70,1971～80,1981～）の木造住宅棟数から名
古屋市内における住宅の大破率を算定した。改修、建替えは昭

和 56年以前の各時代区分で等しい割合で行われるとしたとき、
耐震化率が 72.16％のとき建物の倒壊率が半減した。名古屋市
の耐震改修実績を考慮して各年の必要耐震化量を算出すると、

概ね 6,400棟となった。ここには、行政が把握していない改修
済建物の数、昭和 55年以前の建物で耐震性があり、耐震診断
を受けていない建物が含まれているので実際の耐震改修計画

にはこれらの値について求める必要がある。 
5 住宅、棟数を考慮した目標の算定 
名古屋市内の建物の用途別、構造別、建築年別の棟数の変化

を明らかにするため、前述の課税台帳から各年ごとの住宅－非

住宅、木造－非木造、共同住宅－戸建住宅、4つの建築年代区
分（～1950,1951～70,1971～80,1981～）に分けグラフに示し
た（図 3）。2006年～2014年については各要素の変化量から直
線回帰式により推定した。ここから、木造住宅はやや減少傾向、

昭和 55年以前の建物は大きく減少傾向を示している。木造住
宅の耐震化率は一年間におよそ 1.4%程度増加しているといえ
る。 
共同住宅など棟数と戸数の違いを反映させるため、課税台帳

と住宅・土地統計調査を用いて、住宅戸数変化を算出した（図

4）。図 3と図 4の比較から、昭和 56年以降の非木造の共同住
宅は棟数の場合に比べ、住宅戸数で評価した場合、全体に占め

る割合が顕著に大きくなる。逆に木造住宅は棟数の場合に比べ

住宅戸数での評価では割合が減少することがわかる。 
地震防災戦略における減災目標として必要な木造戸建住宅

の耐震化量を求めるため、5年間の課税台帳から直線回帰式に
より住宅の耐震化率が 90％となる時期を求めた。平成 15 年、
平成 17年、平成 26年、平成39年の住宅全体、木造戸建住宅
の耐震化率を示す（表 1）。図より平成39年時点で耐震化率は
90.16%となった。目標の達成時期は平成26年なのでその差を
必要な建替え、改修の必要耐震化量とした。昭和 55年以前の
建物のうち耐震性のあるものの割合は地震防災戦略と同様の

割合とすると、１年あたりの住宅の必要耐震化量は 9,765戸／
年となり、地震防災戦略での当初の数字と概ね一致している。 
木造戸建住宅の棟数による必要耐震化量は6,506棟／年とな
った。耐震改修と建替えの割合、耐震改修の中で把握されてい

ない件数の割合は未定であり、これを明確にする必要がある。 
6 まとめ 
 名古屋市の課税台帳は棟数を単位としており、毎年の棟数の

変化を捕捉することが可能である。また、住宅・土地統計調査

は住宅戸数を単位としているが棟数に関するデータもあるこ

とから、両者を利用することにより、地震防災戦略での数値目

標の単位である住宅戸数の変化を算定することが可能となっ

た。また、被害予測調査を用いることにより、耐震化の進捗状

況から減災効果についてフォローアップすることが可能とな

った。行政が把握していない改修済建物の数、昭和 55年以前
の建物で耐震性があり、耐震診断を受けていない建物の数を明

らかにしていくことが今後の課題である。 
  

図 3 名古屋市の棟数による耐震化率 

図 4 名古屋市の住宅戸数による耐震化率 
表 1 名古屋市の住宅全体、木造戸建住宅の耐震化率(%) 
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